


















































































































Home　Language 1980 ％ 1990 ％ Change
All　speakers，　age　5＋ 210，247，455 100．0 230，445，777 100．0 ＋9．6％
En9擁sh　only 寸87，187，4寸5 89．0 198．600798 86．2 ＋6．重％
Language　otherthan　English 23，060，040 寸1．0 31β44，979 13．8 ＋38．1％
Speaks　Eng目sh　very　well 12β79，004 6．1 17，862，477 7．8 ＋38．7％
well 5，957，544 2．8 7，310，301 3．2 ＋22．7％
，，、not　well 3ρ05，503 t4 4β26，958 2．f ＋60．6％
not　at　aIl 1，217，989 0．6 1β45，243 0．8 ＋51．5％



















































































































































































































































































































































































































































































YEAR LEGISLA「ION STAτE YES　VOTE ELLs（2001＞
1998 Proposition　227 California 61％ 1，511，646
2000 Proposition　203 Arizona 63％ 135，248
2002 Question　2 Massachusetts 68％ 44，747
2002 Amendment　31 Colorado 44％ 59C］8
Sources：California　Secretary　of　State；Arizona　Secretary　of　State；Massachusetts
Elections　Division；Colorado　Elections　Dlvision；National　Clearinghouse　for　English
Language　Acquisition
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　これら四州の二言語教育反対運動を主導したのが、民間団体である
English　for　the　Childrenであるttシリコンバレーのコンピューター実業家
でその団体の指導者R．アンズ（Ron　Unz）は、’‘Let’s　teach　Engiish　to〔al～ρ∫
America　ls　chi～di’en　cmd　en（〃）iiiil，g・lt（1！c・‘／ttC・Cltiθil　ll（ltiρM・ViC／ε∴をスローガンに
して、1997年、カリフォルニアでEnglish　for　thc　Childrenの活動を開始し、
Prop（、sition　227、　Proposition　203をそれぞれ創案し、カリフォルニア、アリ
ゾナの二言語教育を変革に導いた人物である
　Eng］ish　for　the　Childrenの主張は、国と州の公用語であり、国民の大多数
が使用し、あらゆる分野で使用する英語を、移民の子弟がアメリカン・ドリー
ムを実現し、アメリカ社会に貢献できる人材を育成するために、早く効率的
な英語での教育をすることが国そして州の公教育の義務であるとの主張を展
開、Englig．　h　Only政策をあらゆる場で実現させようとするものである
　Proposition　227は、従来のカリフォルニア州公立学校が行ってきた二言語
教育の英語習得法、講座の運営方法、特別授業、特別教育の期間、経費面
等を改める提案になっている　公立学校がLEPSに対して行う特別教育クラ
スでは、英語で教えることが義務づけられる、従って，殆どの場合いわゆる
二言語教育クラスは廃止されることになり、LEPSに対する特別教育のあり
方を根本的に変更しようとするものである　（カリフォルニア州のLEPSの
80％は、ヒスハニックである一）（注2）
　1995年、Time／CNNと1997年Luntz　Research　colnpaniesが行ったOmciai
Englishに関する二つの世論調査の結果は、65％と86％と公用語賛成が多数
を占めている一（注3）
　Do　you　think　there　should　be　a　law　making　English　the　official　language　of　the
　COIInt】乃？
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　　　YES　65％　　　　　NO　31％
　　　（Time／CNN　poll　of　LOOO　adu［ts　Americans、　Sept，1995｝
Do　you　think　EngUsh　should　be　made　the　orncial　tanguage　of　the　United　States？
　　　YES　86｛9c．　　　　NO　12％「
（Survey　of　l2081ikcly　v（）ters、　August．1997　by　Lしmtz　Research　companics
fbr　U．S．　Eng］i：h）
　ボストン・グローブ紙は、「二言語教育法」に反対の請願が非常に高い芝
持を受けた背景に、急激なヒスパニック移民の増加への州民の強い反移民感
情と、移1主者の米国社会への同化、そして自助努力の観点からも支持がある
と指摘している
　また、「二言語教育法」を支持し、English　for　the　Childrenの運動に反対の
教育専門家として知られるJ，クロフォード（James　Crawford）は、その支持
の背景を、二言語教育そのものへの理解不足、二言語教育を扱うメディアの
影響に加えて、米社会の保守化傾向、多文化主義批判があると述べている
J．クロフォードは、English　Only　Movementに反対の立場から、この運動を
支持する入達がどのような思想の持ち主’‘　Whθ　cu’e　these　／）eoρ／e　aiid　vvhat　do
舵vハ‘・σηア？”かを、以下の1～10ように整理し、反対の立場のかなりの人は、
1－9項目で説明がつくとし、このような傾向を’LHispanophobiピと呼んで
いる，（注4）
1
2
9
」
4
5
共通語を守り、民族摩擦を避けたい人
少数言語集団の公民権の前進を止めたい人
国民統合と市民としての責任感を強く求める人
移民への敵意をあおり、厳しい移民者割当数を迫る民族主義者
二言語教育と二言語投票が、同化の障害となることを恐れるリベラ
ルな人
Eng］ish　Plus　and　Two　WaV　Ininiersion 59
6
7
8
9
0
　
　
1
ヒスパニックやアジア系移民が享受する不公平な優遇策に不満を持
つヨーロツハ系集団
孤立主義と外国人嫌いの国民的空気を利用する政治家
多文化主義と民族分離下義を同一視する人種差別主義者
不安定な変化の中でも、多様化を脅威と感じるアメリカ人
1－9のすべてを理由とする人
汀　（1）Geot’frc＞，　NUfiberg．　Reima．g，illiH，g　Al］｝ericct
注（2）西村由起f「アメリカにおける「二言語教育1論争一カリフォルニアの
　　　Pi’oposi｛ion　227をめぐって」東洋学園大学紀要第7号
注（3）James　Crawlbrd．　AtWar　with　Diversity　P28、2001
注（4）http：〃ourworld．compllserve．com／homepages／jwcrawford／engonly．htm
III－2．　English　Plus　Movement
　1980年代の後半、English　Only運動が勢いを増し、移民マイノリティーの
言語使用を制限し、遂には、その言語そして文化をも根絶やし、アメリカを
一Mono］ingual　nation一にしようとする言語統合への脅威から、その対抗策と
して現れたのが、EIlghsh　Plus運動である、English　Only政策への対案として、
English　Plusは、英語の重要性を認めると同時に、言語マイノリティー集団
の言語、文化の継承、保持の言語政策を主張する＝English　Plusという用語は、
1985年、当時のレーガン政権の教育相W．ベネット↓William　J．　Bennet）の
「二言語教育」批判に対して、マイアミに本部を置くSALAD（the　Spanish－
Amcrican　Lca．gue　against　Discrimination）が出した反論に由来する，　SALAD
は、Englis　h　Only　ma動の単一言語主義に反対するその文書の中で、第二の言
語を知ることの意義と、少数言語グループが貿易、商業、外交そして軍事な
どの分野での貢献を評価して、“‘Not　English　Only．　Engli　g．　h　Plus！”を主張した．
その後、SALADとLULAC（The　League　ot’　United　Latin　American　Citizens）
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は、English　Plusを、「二言語教育」支持の象徴となる用語として、そして、
English　Only政策への対案として打ち出したのである　（注1）
　その政策とは、先ずは、英語の重要性を確認して、次に、英語を母国語
とする～↑も、母国語としない者も、等しく、第二言語を習得する重要性を
強調したことである＝そして、1985年以来、English　Plug．の運動の・ドに、英
語と外国語を学習する機会拡大を促進する連盟とマイノリティーの言語権
を擁護する必要を強く訴える連盟が活動を始めたのである　そして、1987
年、共通の目的のために、バラバラで活動していた約30のグルーフが結集
しワシントンD．C．に設立されたのが、　EPIC（the　Ellghsh　Plus　lnformation
Clearillghouse）である　1987年、創設されたEPICが出した決議は、以下の
6点である・（注2）
　1．英語は、現在も将来もアメリカの主要言語である故に、すべての国民は、
　　国民生活ならびに個人の目標の達成そして生活を豊かにするために英
　　語の重要性を認識すること
　2．この大陸に土着の言語を含めて、英語以外の言語を母国語としている
　　多くのアメリカ市民がいる　また、我々の社会の構成員で、英語を学
　　ぶ平等の機会を持っていない人が多い．
　3．英語そして他言語で情報を伝達する能力は、これまでアメリカの経済、
　　政治、文化の活力を促進し高め、そして国家の生産性、外交の成果、
　　国家の安全に貢献してきている．t
　4．わが国の基本的価値観と国家の文書は、多様性に対して寛容で尊重で
　　あることを保証し、すべての国民は法の下で平等であることを約束し
　　ている
5．”English　Onlジや他の言語制限法案は、国民の投票権を縮小し、他の様々
　　な公民権を侵害し、個人の活動や白由な商業への政府干渉を招き、社
　　会的な分裂を招く可能性がある，
6．EPICの設立に参画した組織団体は、民主主義と多文化主義の原則に則
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り、我国のすべての国民の文化的、二’語的伝統を尊重することを奨励
する，
　　この決議を基にして、2001年第107連邦議会へ、hEIlglish　Plu：　Resolしltion”
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L．
．名の付帯決議が提出されているtt．その付帯決議には、－記とほぼ同じ決議
に、English　Plusの対案が5項目挙げられている＝　（注3）
　　　　　L
　　Resolved　by　the　Hou：　e　of　Repr’esentatives（the　Senate　collcurringLThauhe
　　United　States　Government：hould　pursue　policies　that－一
（1）　encourage　all　residents　of　lhis　coun【ry　to　become　fully　proficicnt　in
　　　　English　by　expanding　cducational　opportしll1　itieK．　and　access　to　information
　　　　techno］ogies；
　　　　　　　　　　」
（2）conserve　and　develop　the　Nation’s　linguistic　resources　by　ellcouraging　all
　　　　residents　of　this　country　to｜earn　or　maintain　skillt　ill　languages　other　than
　　　　English；
　　　　　　L
（3）assist　Natjve　Americans、　Native　Alaskans．　NatiN’e　Hawaiians、　and　other
　　　　peoples　indigenous　to　thc　Unitcd　Statcs、　in　theireff〔、rts　to　prevenr　the
　　　extinction　of　their　languages　and　cultures；
（4）　continue　to　provide　services　ill　languages　other　than　English　as　needed
　　　to　facilitate　access　to　el　sential　functions　of　governmellt、　prolnote
　　　public　health　and　safety．　ensure　due　process、　pr〔〕1110te　equal　educational
　　　opportunity．　and　protect　fundamcntal　rights：and
（5）・cc・glli・e　lhe　imp・rtance・fmultilil・9ualism　t・・ital　Amc・ica・illterests
　　　and　individual　rights．　and　opPose」English－onlyt111casures　and　other
　　　reStrictiOnig，　t　langUage　meaSUreS　．
　　　　　　　　　　　　　　　L　　　　　　一
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　English　Plusは、アメリカ国民の力となる活力の基盤は、多様な国民と憲
法に保証された法の下で平等であると主張する＝そして、全ての国民が、しっ
かりとした英語能力を習得する機会を十分に与えられ、その英語力に加えて、
第二言語また多言語を身につけることにより、国民は最大の利益を享受でき
ると主張する、それ故に、English　Plug．は、多様な諸文化の平等性を重視す
る立場から、EIlghsh　Only運動は、国民統合ではなくアメリカに分裂を招く
”un．Aniericaiピ’な思想を持つと批判する
　この活動理念からEngUsh　Plusは、英語能hに欠けるアメリカ人への言語
サービスを目的とした法整備、例えば、緊急電話通訳、二言語教育、職業訓練、
複数言語による自動車免許試験を支援する　English　P｜usの政策に共鳴した
ニューメキシコ州（1989），オレゴン州（1989）、ワシントン州（1989）そし
てロード・アイランド州（1992）の4州は、English　Plusを州決議の支持を表
明している／コ他に、アトランタ、クリーブランド、ダラス、サン・アントニ
オ、トゥーソン、そしてワシン1・ンD．C．の各都市がEn91ish　Plusの政策を
支持表明している，
　　　（http：〃ourworld．cor〕lpuserve．com／homepages／JWCRAWFORD／colllbs．htm）
注（2）Marv　Carol　Combs、　The　Engiish　Plus　Alternativc　Res．onding　to　Eng｜ish　On｜
　　　（http：／／（ハurworld．co1叩userve，com／homepages／JWCRAWFORD／EPIC．hm1）
注　（3）〔107th　CONGRESS、　1　i　t　Se∬ion、　H．　CON．　RES，9．　El1川lcd　the　Eng｜ish　Plus
　　　Resolution，IN　THE　HOUSE　OF　REPRESENTATIVESJanuarv　3．200　L〕
IV－1．　Two　Way　lmmersion　Program
　1980年代から始まったEnglish　Only　MovementとEnglis　h　Plus　Movement
の論争は、言語分裂の脅威論が、国民を保守化させ、英語がそのナショナリ
ズムの旗振り役を担わされ、言語同化政策のEnglish　Only　Movementを巻き
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起こした感が強いと言える　そして、単一言語政策に脅威を覚える集団は、
その対策、対案に迫られ、英語の重要性を認めると同時に他言語も国家の
貴重な資産として保護、育成（To（・θiiseiTe　and　（／ei’etθp　the　Nation　’s　lin，gttistic・
1“esθt・lr（a々）ぎe〃CθIli’（IS，iJ・1，g，　（t〃i’esidents　qf’rhis　c’o［tiiti”．i’　tθ　leaivi　oi’〃1‘li〃t（lill．yki〃．Y
in　lcm，quages’　other　th‘tn　En，giish，」を主張するEnglish　Plus　Movcmcnt政策を展
開したのである
　Englitsh　Plus　Movementが、アメリカは外国語能力の点で、低開発国並で
　　」
あると警告し、グローバル経済下では、多言語の保持、学習が国家利益に役
立つとの主張は正当である．英語が、世界の共通語であるために、他の外国
語学習者が減少を続けてきたことは事実である・
　この問題に関して、English　Plusの主張を早くから（1963年）反映してき
たと言える言語学習が、全米の・部の小，中公立学校で実施されてきたこ
とを指摘したい．それは、TWI（Two－way　lmmers　ion）と呼ばれ、　Immersiol1
フログラムの一種である　Majority　languat2eである英語とMinority　language
（ほぼスヘイン語）を併用して授業指導が行われる方式である　そこから、
Bilingual　ilnmersion、　Two－way　bihngual．　Developmental　bningua1とかDual
la　11guaJge　programsとも言われる
　2004年の時点で、全米23州とワシントンD．Cの315校が実施している
1963年から20年間は、数えるほどであったが、1981年から2001年の20年
間に、現在実施されているTWIプログラムのほとんど全てが開始されてい
る　tif立10校は、カリフォルニア州の104校と最も多く、以下、テキサス州（52
校）、ニューヨーク州（24校）、ニューメキシコ州（19校）、イリノイ州（18
校）、アリゾナ州（14校）、マサチューセッツ州（13校）、オレゴン州（8校）、
コロラド州（6校）フロリダ州（4校）である　（注1）
　カリフォルニア州にTWIフログラムが集中している理由は、全米で二言
語教育を受けている児童約320万人のうちの40％の140万人が集中してい
るためである　また、1996年、州と公共団体による差別と優遇措置の禁止
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を求める住民提案209が可決され、Amrlllative　Actiol1が廃止されている，
そして、1998年には、US　Englig，　hやR．アンズの活動によりProposition　227
が可決され、州内公立学校の「二言語教育」が廃Jl二になった背景がある、
　”lmmersion”は、外国語学習の方法であり、通常の教科科目を、その外
国語で学習、教育する方式である一その使用外国語は、教科科目を学習す
る手段であって、指導科日ではない、Immersionフログラムには、　Total
Immersion、　Partial　lmmerslonそしてTWIの3方式がある，　Tota11mmersion
プログラムの対象は、英語を母国語とする生徒であり、カリキュラムの一部
または全てを、外国語により教える方式である，K－2の低学年レベルでは、
全ての科目が外国語で教えられるが、学年進行に従い、3－6年のレベルでは、
科目内容に応じて、英語での指導が増加する　Partial　lmmersionプログラム
も、その対象は、英語を母国語とする生徒である、プログラム全科目の5割
までは外国語で教育するが、科目により外国語で書かれた資料は、英語によ
り補習される。
（表2）　　　　TWIプログラム学年別割合
　Grade　Level　　　　　　　　　　　　　　　　Number　of　schools
　Early　Elementary　　　　　　　　　　　　　　　　　122
　Early　Elementary　through　Upper　Elementary　　　l29
Early　Elementary　through　Middle　School　　　　　10
　Eariy　Elementary　thr皿gh　High　School　　　　　　　2
　UpPer　Elementary　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l　l
　Nliddle　School　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　33
　High　School　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8
Total＃of　Schools　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　315
（Source：Directory　of　Two－Way　Immcrs．　ion　Programs，　in　the　U．S．）（注2）
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　　104校と最も．多くTWIを実施している．カリフォルニア州TWIの目標は、
以．下の3点である．．（注3）
1．　Bilingualism．　High　levels　of　proficiency　in　English　and　a　second　language．
2．　Biliteracy．　High　levels　of　academic　proficiency　in　English　and　a　second
　　　　language．
3．　　rVlulticultural　pro血ciency．　Understanding　of　different　cultures　and
　　　　development　of　high　self－esteem．
　Bilingualism．BiliteracyそしてMulticu）tural　proficicncyを育むことを目的
とするカリフォルニア州のTWIの目的は、1987年、EPICが出した決議（上述）
を実現する可能性を持つプログラムと言えよう．，下記は、EPICのEnglish
Plus政策を最初に取り入れたニューメキシコ州の’‘Eng，lish　Plus　Dec～aratioバ
である．、
　　　　　　　　　　　　　English　Plus　Declaration　in　New　Mexico
WHEREAS　the　people　of　New　Mexico　promote　the　spirit　of　diversity－with－
harmony　represented　by　the　various　cultures　that　make　up　the　fabric　of　our　state
and　American　society；and
WHEREAS　the　people　Qf　New　Mexico　acknowledge　that－best
serves　the　national　interest　since　it　promotes　the　concept　that　all　members　of
our　society　have　full　access　to　opPortunities　to　effcctively　learn　English　plus
develop　proficiency　in　a　second　or　multiple　lallguages：and
WHEREAS　the　people　ot’　New　Mexico　recognize　that　the　position　of　English　in
the　United　States　needs　no　official　legislation　to　support　it；and
66 rl…：H］川日青義
WHEREAS　the　peop】eof　New　Mexico　recognize　fhal　i’or　survival　in　the　｛“’enl・－
first　centur’ourcoulllrv　lleeds　bolh　thcっreservation　of　the　culturet　and　languages
al’llong　us　and　the　fostering　otl　roficiencv　ill　other　langua　es　on　thc　art　of　its
⊂
NOW　THEREFORE　BE　IT　RESOLVED＿thal　the　Firt　t　Se∬ion　of　the　Thirtv一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ソ
Nimh　Lcgislature　ol’lhe　Stale　of　Ncw　Mexico　hereby　reamrms　its　advocacy
of　the　te　a，　ching　of　other　languages　ill　thc　United　States　and　its　belief　that　the
position　ofEn　gl　i：　h　is　noUhrealened．一
lnore　thaii　ol】e　Ianguage　ls　to　the　economic　and　cultural　benefitof　our　state　and
the　nation　whether　that　roficiellc　dcrives　froln　second　lal1σua　e　stud　　b・
English　s　eakers　or　frc）m　home　lal1σuage　lllaintellance　lus　Englig．　h　ac　uisition
b　s）cakers　ofother　lanσuageg．，Proficienc・ill　EIlglishコlus　other　languaσcs
should　bc　encoura，ed　throu〔㌃hout　the　State．
　　ニューメキシコ州の”English　Pltts　Declaration
は、アメリカが、二十一世紀に生き残るためには、
の継承保持と他言語能力の習得が必要で
国語の継承保持によるBilingualiSmを目的とする
ア州のTWIの教育目標と同じ目的である．．
　（下線部筆者）（注4）
　　　　　　”の下線部に示された目標
　　　　　　　　多様な人々の言語、文化
あると決議している．英語習得と母
　　　　　　言語政策は、カリフォルニ
注q）Two－Way　lmmot’sion　Pi’ograms：Fe乙1tureS　tmd　Statistics
　　　　　http；〃www．caLorg／resourccs／digest／010hwi．11t▲nl
川1（2）Two－V》7ay　Ini　n）erg．　iQn　Progral1〕s：Features　and　Stati：　tic：’
　　　　　http：〃www，ctt］．org／resources／digest／0101twi．hmnl
注（3）Two－Wav　lmme丁sion　P｜’ollrams：Features　alld　Statistics
　　　　　　　　　　〆　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
　　　　　http：〃www．ca／．OI’g／resources／digest／010hwi．html
注（4）huP：〃www．cde．ca．gov／el／twoway／overvieNv．htnnl
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IV－2．結び
　English　Plus政策は、国民統合の観点からEnglis　hを、そして母語文化の
保持継承の観点から他言語を重視する政策である・ニューメキシコ州、オ
レゴン州、ワシントン州そしてロード・アイランド州の4州、またアトラ
ンタ、クリーブランド、ダラス、サン・アントニオ、トゥーソン、そして
ワシン1・ンD℃．の各都∫「∫がEnghsh　P｜usの政策を、言語政策として決議し
ているように、現時点でのアメリカ社会に対応する言語政策だけでなく、
二十」世紀のアメリカの人口構成を考慮した言語政策としても評価されてい
る＝English　Plusを実践していると言える教育現場は、確かに、2004年時点、
TWIの受講者は、全米で315教室、　English母語者の参加者総数は2万人で
ある　これは、カナダのフランス語ImmersionプログラムへのEnglish母語
者の参加者総数30万人と比較すると（注1）、まだまだ、アメリカ市民の間
での評価が低いというのが現実かもしれないが、多様な国民を統合するため
の言語政策そして教育方法として、English　PlusそしてTWIの目標は、多様
な言語が使われる国際社会、そしてグローバル化が突き進む時代にあって、
英語が外国語である国の言語政策としても、今後、ますます検討に値する言
語政策であり、教育方法である、
注（1）http；〃ourworld．compuscrve．com／homepages／jwcrawford／
（その他の参考文献）
James　Crawford．　W／1‘it　’s　lフehindρがi（・iai　English　”in　Crawford（1992b）
Thomas　Ricento，　A　B酩∫’Histor．v〔Qf’　Lan，g）itage　Restrictioiiisni　in　the　United
　　　∫tates（http：／／www．ncbe．gwu．edu）
JB．　Draper＆M．　Jimencz，　A　Ch’roiiθlog．i’　of’the　Qtlicial　Engtish　MoL’ement
（http：〃www／gwu．cdu／miscpubs／tesollofficial／chronology．htm）
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スザーン・ロメイン著土田・高橋訳「社会の中の言語」三省堂
リ・ジャン・カルヴェ著西山教行訳「言語政策とは何か」白水社
河原俊昭編「世界の言語政策」くろしお出版
津田幸男・浜名恵美共編「アメリカナイゼーション」研究社
